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［定性的情報・財務諸表等］ 

１.経営成績に関する定性的情報 

（１）当四半期（9ヶ月通算）の概況 

平成 20 年 3月期第３四半期実績（平成 19 年 4月 1日～平成 19 年 12 月 31 日） 

 20 年 3 月期 

第3四半期 

9 ヶ月通算 

19年 3月期

第 3 四半期

9 ヶ月通算

 

増 減 

20 年 3 月期

第 3 四半期

3 ヶ月 

19年3月期 

第 3四半期 

3 ヶ月 

増 減 

 

売 上 高 

売 上 総 利 益 

営 業 利 益 

経 常 利 益 

税金等調整前四半期純利益 

四 半 期 純 利 益  

百万円 

794,964 

398,862 

89,577 

86,430 

85,249 

55,712 

百万円

744,596

358,580

70,345

69,804

78,320

40,123

百万円

50,367

40,282

19,231

16,625

6,928

15,589

％

6.8

11.2

27.3

23.8

8.8

38.9

百万円

270,006

139,180

32,518

31,759

31,395

18,067

百万円 

250,646 

120,760 

24,085 

24,950 

30,440 

17,614 

百万円

19,360

18,419

8,432

6,809

955

453

％

7.7

15.3

35.0

27.3

3.1

2.6

 

1株当たり四半期純利益 

円 

104.98 

円

75.59

円

29.39

％

38.9

円

34.05

円 

33.19 

円

0.86

％

2.6

 

設 備 投 資 額 

減 価 償 却 費 

研 究 開 発 費 

百万円 

52,229 

44,542 

59,061 

百万円

51,613

37,513

53,001

百万円

615

7,029

6,059

％

1.2

18.7

11.4

百万円

18,594

15,991

20,654

百万円 

17,851 

12,894 

18,175 

百万円

742

3,097

2,479

％

4.2

24.0

13.6

為替レート 

  US ドル 

  ユーロ 

円 

117.28 

162.82 

円

116.19

147.96

円

1.09

14.86

円

113.19

163.87

円 

117.82 

151.94 

円

△4.63

11.93

 

当四半期（9ヶ月通算）の連結売上高は前年同期比 503 億円（6.8％）増収の 7,949 億円となりました。国内外の主要

市場でカラーMFP（デジタル複合機）の販売が好調な情報機器事業や TAC フィルム（液晶偏光板用保護フィルム）、次世

代 DVD 用光ピックアップレンズなど成長製品をもつオプト事業が当社グループの売上拡大を牽引しました。なお、当四

半期（9ヶ月通算）においてはフォトイメージング事業終了に伴い同事業の売上計上がなくなったことで前年同期比 409

億円の売上減少の影響がありましたが、この要因を除いたベースの比較では、前年同期比 913 億円（13.0％）の増収と

なります。 

売上総利益は、前年同期比 402 億円（11.2％）増益の 3,988 億円となりました。価格下落や原材料価格高騰の影響を

全社的なコストダウンの取組みや新製品を中心とした販売数量の増加、品種構成の改善などで吸収しました。更には対

ユーロでの円安効果も加わり、売上総利益率も前年同期の 48.2％から 50.2％へと上昇しました。 

販売費及び一般管理費では、成長分野を中心に研究開発費が 60 億円増加するなど前年同期比で 210 億円の増加となり

ましたが、売上高販管費比率は、ほぼ前年同期並みの 38.9％となりました。これらの結果、営業利益は前年同期比 192

億円（27.3％）増益の 895 億円となり、また営業利益率も前年同期の 9.4％から 11.3％へと上昇しました。 

営業外項目では、営業外収益が為替差益の減少などにより 49 億円減少したことに対して営業外費用は支払利息の減少

などにより前年同期比で 23 億円減少するにとどまり、営業外損益が前年同期比で 26 億円悪化しました。これらの結果、

経常利益は、前年同期比 166 億円（23.8％）増益の 864 億円となりました。 

特別項目では、特別利益が前年同期に計上された固定資産売却益、投資有価証券売却益などが減少したことにより 86

億円減少する一方、特別損失が 10 億円増加したことにより、特別損益が前年同期比 96 億円悪化しました。これらの結

果、税金等調整前四半期純利益は、前年同期比 69 億円（8.8％）増益の 852 億円となりました。法人税等では、フォト

イメージング事業終了決定に伴い平成 18 年 3月期に引当計上した事業撤退損失が、事業終了の進捗に伴い税務上の損金

算入が一部確定するなどの特殊要因により支払税額が通常より低くなったため、実効税率は 34.5％となり、当四半期純

利益は前年同期比 155 億円（38.9％）増益の 557 億円となりました。 

過去の同四半期（9 ヶ月通算）と比較しますと、営業利益及び経常利益は三期連続、四半期純利益は二期連続でそれ

ぞれ最高益を更新しました。 

 

当四半期（9ヶ月通算）の設備投資額は、情報機器事業ではカラーMFP 新製品の金型費用の増加、オプト事業では TAC

フィルム及びガラス製ハードディスク基板の新工場の建設や研究開発拠点の新設など成長分野における積極投資を進め

た結果、前年同期比 6 億円増の 522 億円となりました。また、減価償却費は、これまでに行ってきた生産能力増強に関

わる償却負担増もあり、前年同期比 70 億円増の 445 億円となりました。なお、この中には税制改正における減価償却制

度の見直しに伴う償却費増（24 億円）も含まれております。 
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<参考>第３四半期（3ヶ月）の概況 

 当四半期（3ヶ月）の連結売上高は前年同期比 193 億円（7.7％）増収の 2,700 億円となりました。事業終了したフォ

トイメージング事業の売上高が前年同期には 110 億円ありましたので、この要因を除いたベースの比較では前年同期比

304 億円（12.7％）増収となります。情報機器事業では新製品投入によって欧州市場を中心にカラーMFP の販売が好調に

推移したこと、オプト事業では大型液晶テレビ向けの視野角拡大フィルムや BD 及び HD DVD 向けの次世代 DVD 用光ピッ

クアップレンズの販売が好調に推移したことが主な増収要因となります。これら当社グループの主力製品の販売好調に

加えて対ユーロでの円安効果もあり、営業利益は前年同期比 84 億円（35.0％）増益の 325 億円、経常利益は同 68 億円

（27.3％）増益の 317 億円となりました。第３四半期（3 ヶ月）としては営業利益、経常利益、四半期純利益のいずれ

も過去最高益となりました。 

 一方、特別損益では前年同期比で固定資産売却益が減少したことにより、税金等調整前四半期純利益は前年同期比 9

億円増益（3.1％）の 313 億円、四半期純利益は同 4億円（2.6％）増益の 180 億円となりました。 

 

 

  

（２）セグメント別（9ヶ月通算）の概況 
 
①情報機器事業：MFP（デジタル複合機）、プリンタなど 
（事業担当：コニカミノルタビジネステクノロジーズ株式会社） 

20 年 3 月期 

第 3四半期 

19 年 3 月期 

第 3四半期 

20 年 3 月期 

第 3四半期 

19 年 3 月期 

第 3四半期 

 

9 ヶ月通算 9 ヶ月通算 

増 減 

3 ヶ月 3 ヶ月 

増 減 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1)外部売上高  522,087 473,969 48,118 175,186 164,429 10,756

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間売上  4,275 2,763 1,512 1,391 995 396

売 上 高 計 526,363 476,732 49,630 176,578 165,424 11,153

営 業 費 用 459,296 422,173 37,122 154,227 144,963 9,264

営 業 利 益 67,066 54,558 12,507 22,350 20,461 1,888

 

MFP 分野では、成長分野を重点強化するところの『ジャンルトップ戦略』を推進し、国内外市場において需要拡大が

続いている一般オフィス向けカラーMFP 及びプロダクションプリント向け高速 MFP の販売拡大に注力しております。当

四半期（9 ヶ月通算）前半は「bizhub（ビズハブ）C451」、「bizhub C550」、「bizhub C650」といったカラー出力が毎分

45 枚から 50 枚（モノクロ出力は毎分 45 枚から 65 枚）の高速レンジに重点をおいた新製品を集中して投入、また後半

には「bizhub C203」、「bizhub C253」、「bizhub C353」といった毎分 20 枚から 35 枚の中低速レンジに重点をおいた新製

品を集中して投入し、一般オフィス向けカラーMFP の品揃えを一層強化しました。いずれの製品もタンデムエンジンを

ベースに新開発の重合法トナーと画像処理技術により高画質・高生産性を実現し、また最新のネットワーク機能やセキ

ュリティ機能をシリーズ共通で装備するなど高い商品競争力を有しております。これら新製品を中心として当四半期（9

ヶ月通算）の一般オフィス向けカラーMFP の販売は国内外で好調に推移しました。また、大企業の社内印刷部門やデジ

タル商業印刷などを対象顧客とするプロダクションプリント分野では、発売開始以来、好調な販売が続く「bizhub PRO

（ビズハブ プロ） C6500」に加えて、高速カラーMFP の新製品「bizhub PRO C5500」の発売を昨年 9月より開始しまし

た。また、昨年 10 月には、東京（品川）に『コニカミノルタ デジタルイメージングスクエア』を開設し、国内外のお

客様に対してソリューションやサービス、新しいビジネスモデルなどプロダクションプリントに関わる様々な情報を発

信する体制の整備にも取り組みました。 

プリンタ分野では、プリントボリュームが見込まれる一般オフィス向けの販売に重点をおいて「magicolor（マジカラ

ー） 4650」、「magicolor 5570/5550」、「magicolor 7450」などカラー出力が毎分 25 枚から 31 枚の中高速レンジのタン

デムプリンタを揃えラインアップの充実を図りました。また、昨年夏には欧米市場においてプリンタ販売会社を MFP 販

売会社に再編統合するなど、一般オフィス向けの販売強化に向けて販売体制の整備にも積極的に取り組みました。 

これらの結果、当事業の当四半期（9 ヶ月通算）における外部売上高は 5,220 億円、営業利益は 670 億円となりまし

た。前年同期比では、それぞれ 10.2％の増収、22.9％の増益と好調に推移しました。 
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②オプト事業：光学デバイス、電子材料など 
（事業担当：コニカミノルタオプト株式会社） 

20 年 3 月期 

第 3四半期 

19 年 3 月期 

第 3四半期 

20 年 3 月期 

第 3四半期 

19 年 3 月期 

第 3四半期 

 

9 ヶ月通算 9 ヶ月通算 

増 減 

3 ヶ月 3 ヶ月 

増 減 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1)外部売上高  134,030 101,213 32,817 50,715 33,538 17,177

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間売上  782 1,092 △310 252 322 △69

売 上 高 計 134,813 102,305 32,507 50,968 33,861 17,107

営 業 費 用 110,614 87,385 23,229 39,830 29,605 10,224

営 業 利 益 24,198 14,920 9,277 11,138 4,255 6,883

 

ディスプレイ分野では、昨年夏以降、主要顧客からの需要が急回復したことを受けて、高機能品を中心とした TAC フ

ィルムの販売は好調に推移しました。特に、成長拡大が続く大型液晶テレビ向けに当社が注力する視野角拡大フィルム

では、昨年から投入した新製品に対するお客様からの評価が高く、国内外で採用メーカーが拡がっております。また、

昨年 11 月には第 5製造ラインが竣工し、更に本年夏の稼動に向けて第 6製造ラインの建設を進めるなど、生産能力の増

強にも積極的に取り組みました。 

メモリー分野では、主力製品である光ピックアップレンズは、CD 用及びコリメートレンズの販売数量は減少しており

ますが、DVD 用記録系、BD 及び HD DVD の次世代 DVD 向けなどハイエンド製品の販売は好調に推移し、当四半期（9ヶ月

通算）の収益拡大に貢献しました。ガラス製ハードディスク基板は、当四半期（9 ヶ月通算）前半は調整局面にありま

したが昨年夏以降は顧客からの需要が回復し、また垂直磁気方式へのシフトも追い風となり堅調に推移しました。 

画像入出力コンポーネント分野では、カメラ付携帯電話向けのマイクロカメラモジュール/レンズユニットやデジタル

カメラ向けのズームレンズの販売が大きく伸張しました。 

これらの結果、当事業の当四半期（9 ヶ月通算）における外部売上高は 1,340 億円、営業利益は 241 億円となりまし

た。前年同期比では、それぞれ 32.4％の増収、62.2％の増益と大きく伸長しました。 

 

 

③メディカル＆グラフィック事業：医療用・印刷用製品など 
（事業担当：コニカミノルタエムジー株式会社） 

20 年 3 月期 

第 3四半期 

19 年 3 月期 

第 3四半期 

20 年 3 月期 

第 3四半期 

19 年 3 月期 

第 3四半期 

 

9 ヶ月通算 9 ヶ月通算 

増 減 

3 ヶ月 3 ヶ月 

増 減 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

(1)外部売上高  117,649 112,067 5,582 37,033 36,020 1,012

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間売上  2,796 11,029 △8,233 1,056 2,587 △1,531

売 上 高 計 120,445 123,096 △2,650 38,089 38,608 △519

営 業 費 用 114,556 115,966 △1,409 36,206 36,649 △442

営 業 利 益 5,888 7,129 △1,241 1,882 1,959 △76

 

医療・ヘルスケア分野では、国内外の医療施設におけるデジタル化やネットワーク化の流れに対応して、デジタル X

線画像読取装置「REGIUS（レジウス）」シリーズや画像出力装置「DRYPRO（ドライプロ）」シリーズ等のデジタル入出力

機器の販売強化に注力しております。当四半期（9 ヶ月通算）は、診療所やクリニックなど小規模医療施設をターゲッ

トに「小型で且つシンプルな操作環境の提供」の設計思想に沿って開発した新製品「REGIUS MODEL 110」及び周辺シス

テムの販売を昨年 6月より開始し、国内外の市場における販売拡大に積極的に取り組みました。 

 印刷分野では、印刷前工程のデジタル化に対応したデジタル印刷機器の販売強化に取り組んでおります。当四半期（9

ヶ月通算）は、オンデマンド印刷システム「Pagemaster Pro （ページマスタープロ）6500」の販売が国内外の市場にお

いて好調に推移しました。 

これらの結果、当事業の当四半期（9ヶ月通算）における外部売上高は前年同期比 5.0％増収の 1,176 億円となりまし

た。一方、フィルムの原材料となる銀価格の高騰の影響や研究開発費の増加などもあり、営業利益は同 17.4％減益の 58

億円となりました。 
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④その他： 
 計測機器事業：色計測・三次元計測機器など 

（事業担当：コニカミノルタセンシング株式会社） 
 

 当事業では、当社独自の光計測技術を活用して、測色計・輝度計・照度計・血中酸素濃度計・黄疸計・三次元形状測

定器などユニークな計測機器を国内外のお客様に提供しております。当四半期（9 ヶ月通算）は、分光測色計など物体

色を中心とした色計測分野での販売が堅調に推移しました。また、昨年 11 月には液晶テレビやプラズマテレビなど各種

ディスプレイ製品のコントラスト性能を高精度に測定する分光放射輝度計「CS-2000」、12 月には様々な業界の色管理分

野で活用できる分光測色計「CM-700d/600d」といった新製品の発売を開始するなど、商品競争力の強化にも努めました。 

これらの結果、当事業の当四半期（9 ヶ月通算）における外部売上高は前年同期比 5.2％増収の 72 億円となりました

が、営業利益は販売費用の増加などもあり同 9.0％減益の 9億円となりました。 

 

 産業用インクジェット事業： プリンタヘッド及びインク、テキスタイルプリンタなど 
（事業担当：コニカミノルタ IJ 株式会社） 
 

 当事業では、当社の保有するインクジェット技術や化学、インクに関する独自技術を活かして大手プリンタメーカー

向けに高精細プリンタヘッドやインク、及びテキスタイルプリンタの販売を行っております。当四半期（9 ヶ月通算）

は、国内向けにはプリンタヘッドの累計納入台数の着実な増加に伴ってインク販売が好調に推移し、また海外向けには

高度経済成長が続く中国市場や欧米市場において有力プリンタメーカーから新規受注の獲得に成功しました。 

これらの結果、当事業の当四半期（9ヶ月通算）における外部売上高は前年同期比 15.7％増収の 50 億円となりました

が、営業利益は試験研究費など経費の増加があり同 28.5％減益の 6億円となりました。 

 

 

 

２.財政状態に関する定性的情報 

 当四半期末の総資産は、前期末比 341 億円増加の 9,851 億円となりました。事業規模の拡大に伴い、たな卸資産や有

形固定資産を中心に増加いたしました。たな卸資産は前期末比 238 億円増加の 1,573 億円となりました。また、引き続

き有利子負債の削減に努めた結果、有利子負債は前期末比 16 億円減少の 2,277 億円となりました。 

 純資産については、四半期純利益の計上 557 億円などにより利益剰余金が増加したことにより前期末比 476 億円増加

の 4,162 億円となりました。１株当たり純資産額は 781.60 円（前期末比 89.21 円増加）となり、自己資本比率は前期末

比 3.5 ポイント上昇し 42.1%となりました。 

 当四半期（9 ヶ月通算）のキャッシュ・フローの状況につきましては、税金等調整前四半期純利益 852 億円、減価償

却費 445 億円、売上債権の減少 228 億円等によりキャッシュ・フローが増加したものの、たな卸資産の増加、仕入債務

の減少、フォトイメージング事業の事業撤退損失引当金の取り崩しや法人税等の支払い等もあり、営業活動によるキャ

ッシュ・フローは 738 億円（前年同期比 303 億円の増加）となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは 554 億円の支出（前年同期比 172 億円の支出増加）となりました。これは主と

して有形固定資産の取得による支出 449 億円によるものであり、主なものは、新製品のための金型投資に加え、TAC フ

ィルム及びガラス製ハードディスク基板の新工場の建設等の生産能力増強に係わるものや研究開発拠点の新設などに係

わるものです。 

 この結果、営業活動によるキャッシュ･フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・キャッシュ・

フローは前年同期比 130 億円増加の 184 億円の黒字となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは 131 億円の支出（前年同期比 107 億円の支出増加）となりました。主として、

有利子負債の更なる削減と配当金の支払いによるものです。 

 以上の結果、為替換算差額 16 億円を加算して現金及び現金同等物は 69 億円増加いたしました。さらに新規の連結会

社による増加分 1億円を加えた当四半期末の現金及び現金同等物の残高は 936 億円となりました。 

 

 

３.業績予想に関する定性的情報 

 9 ヶ月通算の当社グループの連結業績は情報機器事業及びオプト事業が中心となって当社グループ業績を牽引し、着

実に成長を続けております。一方で、当社グループを取り巻く国内外の事業環境の見通しにつきましては、米国のサブ

プライムローン問題の長期化・深刻化に伴い世界的な景気減速も懸念され、また原油価格の高騰やそれに追随する原材

料価格の上昇、対ドル・対ユーロでの円高の進行など、先行きに対する不透明感はより一層増大しております。このよ

うな状況に鑑み、昨年 11 月の当中間期決算発表時に上方修正した当期年度目標の完遂に向かって、当社グループの中期

経営計画<FORWARD 08>で策定した諸施策を着実に遂行することに専心し、通期の業績予想の見直しは行っておりません。 
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<参考>平成 20 年 3月期業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3月 31 日） 

   －平成 19 年 11 月 1 日発表－ 
 

平成 20 年 3月期  

通 期 

 

売 上 高

億円

10,850 

営 業 利 益 1,160 

経 常 利 益 1,070 

当 期 純 利 益 660 
 

 なお、第４四半期（3ヶ月）の為替レートの前提は、当初計画時と同じく米ドル：115 円、ユーロ：150 円としていま

す。 

 

※上記業績予想は、本資料の発表日現在における将来に関する前提・見通し・計画に基づく予想であり、リスクや不確定要素を含んだ

ものです。実際の業績は当社を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替レートの変動など様々な重要な要素により、これら業績予想とは

大きく異なる可能性があります。 

 

 

 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 

 該当事項はありません。 

 

 

（２）会計処理の方法における簡便な方法の採用 

（法人税の計上基準） 

法人税等の計上基準については、法定実効税率をベースとした年間予測税率を用いる等の簡便な方法により計算してお

ります。 

 

 

（３）最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成 19 年３月 30 日 法律第６号)及び(法人税法施行令の一部を改

正する政令 平成 19 年３月 30 日 政令第 83 号))に伴い、当連結会計年度より、平成 19 年４月 1 日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより前連結会計年度の方法

によった場合に比べ、当四半期（9 ヶ月通算）において、それぞれ営業利益と経常利益が 1,591 百万円、税金等調整前

四半期純利益が 1,589 百万円減少しております。 

また、法人税法の改正に伴い、平成 19 年３月 31 日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５%に到達した期の翌期より、取得価額の５%相当額と備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより前連結会計年度の方法によった場合に比べ、当四

半期（9 ヶ月通算）において、それぞれ営業利益が 891 百万円、経常利益が 892 百万円、税金等調整前四半期純利益が

881 百万円減少しております。      

 
 
 
なお、上記の金額表示については、億円、百万円未満を切り捨てております。 
 

 

 


